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研究成果の概要（和文）：本研究では、既存コンクリート造建築物の現状を合理的に診断のための非破壊試験方
法と耐震補強方法について検討を行った。その結果、非破壊試験方法については、本研究で提案した弾性波法と
電磁波法を用いることによって定量的なコンクリートの内部探査が可能であること、並びに既存コンクリート造
建築物の耐震補強方法については、本研究で提案した支圧強度算定式を用いることによって合理的な外側耐震補
強設計が可能であることがわかった。

研究成果の概要（英文）：In this study, the reasonable non-destructive testing methods for diagnosing
 the status of existing RC buildings and the reasonable seismic retrofitting methods for existing RC
 buildings were examined.  As research results on the non-destructive testing methods diagnosing the
 status of existing RC buildings, it was obtained that the quantitative internal evaluation of 
concrete could be achieved by using the elastic wave method and the electromagnetic wave method 
proposed in this study.  As research results on the seismic retrofitting methods of existing RC 
buildings, it was obtained that the reasonable outside seismic reinforcement design for the existing
 RC buildings could be achieved by using the evaluation equations for the bearing strength of 
concrete proposed in the study.

研究分野： コンクリート工学

キーワード： コンクリート　既存建築物　検査診断　弾性波法　電磁波法　外側耐震補強　あと施工アンカー　支圧
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2011 年 3 月 11 日に発生したマグニチュー
ド 9.0 の東北地方太平洋沖地震は、1995 年 1
月 17 日に発生したマグニチュード 7.3 の兵
庫県南部地震による被害を遙かに上回る死
者･行方不明者約 1 万 8 千人超および建物全
壊12万 8 千戸超の甚大な被害をもたらした。
特に、地震発生の数十分後に到達した津波や
火災によって予想を超える壊滅的な被害に
拡大したことが明らかとなっている。更に最
近では、近い将来、東海・南海・東南海連動
型超巨大地震の発生も高い確率で予測され
ており、地震およびその後の津波や火災によ
って発生する建設構造物の倒壊や焼失およ
び人命損失を最小限に抑えるためには、国家
レベルでの系統的かつ広範囲な基礎的研究
プロジェクトを立ち上げるとともに、産官学
が連携して基礎的な研究成果を継続的にか
つ着実に蓄積し、実設計に反映させていくこ
とが極めて重要であるものと考えられる。 
 申請者が所属する愛知工業大学の耐震実
験センターは、これらの点を背景として設置
された施設で、開設当初から実大構造物の耐
震実験ができる産官学共同利用施設として、
多方面に亘って活発に有効利用されている。 
また、申請者は、上記の点を踏まえて、平

成 24 年度に申請した「既存コンクリート造
建築物のストックマネジメント手法に関す
る研究」が基盤研究(C)で採択され、一連の
研究を行ったが、本研究は、これらの研究範
囲を更に拡大・発展・進展させたものである。 
 
２．研究の目的 
建築物の延命化・長寿命化を実現するには、

物理的寿命、機能的寿命、社会的寿命および
戦略的寿命の長寿命化を同時に図る必要が
ある。また、それらの長寿命化を実現させる
ためには、耐震設計、高耐久性設計、維持・
管理による長寿命化手法、建設後の機能・用
途変更に柔軟に対応できるユニバーサル設
計、更に循環化促進による機能的・社会的・
戦略的長寿命化手法を組み合わせた長寿命
化技術を構築する必要がある。 
本研究は、上述のように、平成 24 年度に

申請した基盤研究(C)の内容を更に拡大・発
展・進展させたもので、各種長寿命化手法の
うちの物理的長寿命化を取り上げ、既存コン
クリート造建築物のより合理的な長寿命化
手法の確立を最終目的として、以下に示す建
築材料と建築構造を含む総合的な観点に立
った既存コンクリート造建築物の定量的な
検査・診断方法とそれを踏まえた実用性のあ
る耐震補強方法について一連の研究を行う。 
 
(1)既存コンクリート造建築物の検査・診断

方法に関する検討 
21 世紀は構造物を「如何に維持するかが

問われる時代」であり、既存コンクリート造
建築物の合理的な長寿命化を図るには、建築
物の現状把握、残存寿命の判定、劣化状況に

応じた適切な補修・補強対策の策定などの一
連の検査・診断技術を確立する必要がある。
本研究では、申請者がこれまでに検討を行っ
て研究成果が得られている弾性波法と電磁
波法（サーモグラフィ法）を取り上げ、コン
クリート内部の波動伝搬特性（弾性波法）お
よび熱伝導特性（サーモグラフィ法）のモデ
ル化を行って、既存コンクリート造建築物の
変状に対する定量的な評価方法を確立する。
すなわち、非破壊試験は、いずれも測定結果
からその原因となる未知量を推定する逆問
題であるため、結果と原因を関連付ける法則
と特性値を確定することによって、人的誤差
を含まない検査結果の定量化が可能となる。 
 
(2)既存コンクリート造建築物の耐震補強方

法に関する検討 
環境負荷低減を図り社会に貢献するこれ

からの建築物は、既存建築物の長寿命化と循
環化が必要であるが、コンクリート造建築物
の合理的な長寿命化を実現させるには、計画
的に実施される検査・診断の結果を踏まえて
適切な補修・補強を行うことが重要である。 
既存コンクリート造建築物の耐震補強工

法として、あと施工アンカーを介して外側耐
震補強した場合、補強後の耐力は、補強部と
比較して相対的に強度の弱い既存部コンク
リートの局部的な支圧耐力で決まることが
多い。コンクリートの支圧強度は、支圧面積
比が小さくなるに従って増大することが古
くから知られているが、支圧破壊のメカニズ
ムについては、依然として不明な点が残され
ている。この点を踏まえて、本研究では、ま
ず横拘束を受けるコンクリートの支圧強度
を多軸効果成分とせん断抵抗成分に分解す
ることによって支圧破壊メカニズムを明ら
かにし、次にコンクリートの支圧特性に及ぼ
す横拘束の影響を考慮に入れた合理的な外
側耐震補強部の耐力評価式を構築するとと
もに、既存コンクリート造建築物の機能・用
途変更に柔軟に対応できる各種の外側耐震
補強方法について一連の検討を行う。 
 
３．研究の方法 
(1)既存コンクリート造建築物の検査・診断

方法に関する検討 
①弾性波法を適用した検査・診断方法 
過去の科学研究費補助金で実施した研究

の成果では、弾性波法のうち超音波法と衝撃
弾性波法は、測定対象のコンクリートに入力
する弾性波のエネルギー量および再現性に
それぞれ問題があるが、電磁パルス法は、超
音波法と比較して高エネルギーの弾性波が
入力でき、かつ衝撃弾性波法と比較して入力
弾性波の再現性に優れていることがわかっ
た。そのため、本研究では、引き続き電磁パ
ルスを弾性波入力源として実用化すること
を目的として、電磁パルス発生装置を用いて
発生させた弾性波の高感度な検出方法とし
て、ドップラ効果を応用した非接触振動計に



よる検出方法について検討するとともに、電
磁パルス法による非破壊試験方法の適用分
野、適用性および適用限界について一連の検
討を行う。また、弾性波法を適用した試験方
法では、弾性波の入力および検出を確実に行
うには、入力・検出用振動子をコンクリート
に密着させる必要があるため、走査しながら
入力・検出を繰返し計測するのに多大の労力
と時間が掛かる。この点を踏まえて、本研究
では、先の研究で試作した入力・検出用振動
子位置決め装置を改良して、測定対象コンク
リート面を面的に自動走査できる入力・検出
用振動子 2次元移動制御装置を開発する。 
 
②電磁波法を適用した検査・診断方法 
赤外線サーモグラフィ法は、他の試験方法

と比較して一度に広範囲の調査が可能であ
ること、経時的な計測も容易であることなど
の多くの利点があるが、測定結果が外的・内
的要因によって影響を受けるため、測定結果
から内部の変状を定量的に評価できる段階
には至っていない。この点を踏まえて、本研
究では、内的要因の影響を考慮した赤外線サ
ーモグラフィ法によるコンクリートの変状
の定量的な評価方法について検討する。また、
コンクリートの変状に起因した表面温度性
状は、コンクリートの内的条件が同じであっ
ても、時々刻々と変化する気象条件などの外
的要因によっても顕著に影響を受けるが、現
在のところ、気象条件などの外的要因の影響
を正確に考慮に入れた評価方法は提案され
ていない。この点を踏まえて、本研究では、
コンクリートの変状に起因した表面温度性
状と風速を含む気象条件との関係を広範囲
の実験によって明らかにするとともに、逆解
析手法を適用して気象条件（気温、日射、風
速）とコンクリート表面の熱伝達率との関係
の定量化を行う。 
 
(2)既存コンクリート造建築物の耐震補強方

法に関する検討 
①横拘束を受けるコンクリートの支圧特性 
あと施工アンカーによる耐震補強接合部

のせん断耐力は、強度の弱い既存部コンクリ
ートの支圧耐力によって決まる場合が多い
が、コンクリートの支圧強度は、横拘束の影
響を顕著に受けることが知られている。この
点を踏まえて、本研究では、横拘束を受ける
コンファインドコンクリートの支圧強度と
横補強量（補強筋比×鉄筋降伏点）および補
強形式（鋼板による全面拘束、鉄筋による離
散拘束）の影響について定量化を試みる。ま
た、合理的な支圧強度算定式を構築するには、
横拘束を受けるコンクリートの支圧破壊メ
カニズムを反映させる必要があるため、本研
究では、支圧荷重を受けるコンファインドコ
ンクリートの多軸効果成分とせん断抵抗成
分を実験的に調査して支圧破壊のメカニズ
ムを明らかにするとともに、エンドクロニッ
ク理論を用いた3次元支圧解析を行うことに

より、コンクリートの支圧強度に及ぼす多軸
効果成分およびかぶり部コンクリートのせ
ん断抵抗成分をモデル化し、横拘束を受ける
コンクリートの支圧破壊メカニズムを考慮
に入れた支圧強度算定式の提案およびその
適用性について一連の検討を行う。 
 
②住宅基礎ばりの外側耐震補強方法 
申請者は、従来から無筋コンクリートの住

宅基礎ばりを対象とする簡便な外側耐震補
強工法の開発を目的とした研究を行ってお
り、 これまでの予備実験の結果、現行基準
を満足する主筋とあばら筋が配筋された厚
さ50mmの高強度モルタルパネルを用いれば、
無筋コンクリート住宅基礎ばりを現行基準
の鉄筋コンクリート基礎ばり以上の性能に
向上させることが可能であること、高強度モ
ルタルは乾燥収縮が大きいため、既存部コン
クリートと補強モルタルとの界面で乾燥収
縮に伴って発生するせん断応力度の影響に
ついて検討しておく必要のあることを明ら
かした。本研究では、この点を踏まえて、高
強度補強モルタルパネルの乾燥収縮低減方
法、並びに既存部無筋コンクリートと補強モ
ルタルパネルとの接合方法を実験的に検討
するとともに、補強モルタルによる無筋コン
クリート住宅基礎ばりの外側耐震補強方法
の実用化を図る。また、これまでの予備的研
究の結果、簡便な無筋コンクリート住宅基礎
ばりの外側耐震補強として、密度の調整が可
能なガラス繊維強化プラスチック発泡体（以
下 FFU と略記）を用いる方法の有用性が確認
できたため、本研究では、更に既存部無筋コ
ンクリートとFFUパネルの接合方法を実験的
に検討して、FFU パネルによる無筋コンクリ
ート住宅基礎ばりの外側耐震補強方法の実
用化についても一連の検討を行う。 
 
４．研究成果 
(1)既存コンクリート造建築物の検査・診断

方法に関する検討 
①弾性波法を適用した検査・診断方法 
本研究では、目的に応じて以下に示す 3シ

リーズの実験的検討を行った。 
検討－1 では、弾性波の入力・検出を非接

触で行える空中超音波法、高エネルギーの弾
性波の入力が可能な衝撃弾性波法および電
磁パルス法によるコンクリートの内部探査
について検討を行った。その結果、厚さが
100mm までの範囲であれば、空中超音波法に
よる内部探査が可能であること、非接触型の
弾性波検出器を使用した衝撃弾性波法と電
磁パルス法では、検出弾性波の低周波数域の
周波数特性に着目することにより内部探査
が可能であること、などが明らかとなった。 
検討－２では、検討－１の結果を踏まえて、

非接触型の空中超音波法による内部探査結
果に及ぼす粗骨材と仕上げ材料の影響につ
いて検討を行った。その結果、仕上げ材があ
っても厚さが 85mm までのコンクリートであ



れば内部探査が可能であるが、骨材寸法が大
きくなると推定精度が低下すること、非接触
型振動計で検出した衝撃弾性波は、約 10kHz
以下の周波数領域であれば、在来の接触型加
速度計で検出した場合と同様の周波数特性
が得られ、コンクリートの内部探査に適用可
能であること、などが明らかとなった。 
検討－３では、新たに試作した 2次元自動

走査型空中超音波測定装置を用いて、コンク
リートの内部探査精度の向上を目的として
一連の実験的検討を行った。その結果、内部
探査の評価指標として相対振幅自乗平均値
を用いた場合は、評価指標として平均伝搬速
度を用いた場合と比較して、埋設物（初期欠
陥および介在物）の寸法の違いの検出性能は
優れているが、厚さの違いの検出性能は、逆
に平均伝搬速度を用いた場合の方が優れて
いること、評価指標として無次元化した相対
振幅自乗平均値と平均伝搬速度の自乗積を
用いた場合は、これらを単独で用いた場合の
平均的な内部探査結果となるため、これらの
評価指標の欠点を相互に相殺できる利点を
有していること、などが明らかとなった。 
 
②電磁波法を適用した検査・診断法 
 本研究では、赤外線サーモグラフィ法によ
る定量的なコンクリートの内部探査試験方
法の実用化を目的として一連の検討を行っ
た。その結果、逆解析法を適用した赤外線サ
ーモグラフィ法による内部探査結果の精度
向上を図るためには、内部状況が未知な場合
の逆解析では、合理的な初期値、収束判定値
および差分値評価増分値を予備解析によっ
て特定する必要のあること、逆解析を適用し
た赤外線サーモグラフィ法による内部探査
結果に及ぼす風速・風向の影響について調査
を行った結果、風速・風向と熱伝達率との関
係を用いれば精度の良いコンクリートの内
部探査が可能であること、1 次元非定常熱伝
導実験によって算定した熱拡散率を用いる
ことにより、コンクリート内部の熱伝導特性
に及ぼす各種調合要因および乾湿の影響を
合理的に説明できること、これらの熱拡散率
の測定結果を本研究で提案した逆解析手法
に用いることにより、赤外線サーモグラフィ
法による定量的な内部探査が可能となるこ
と、などが明らかとなった。 
 
以上のように、既存コンクリート造建築物

の検査・診断方法に関する検討の結果、本研
究で提案した衝撃弾性波法、電磁パルス法、
非接触型の空中超音波法、並びに逆解析を併
用した電磁波法（赤外線サーモグラフィ法）
を用いることで、定量的なコンクリートの内
部探査が可能となり、これらの試験方法を目
的に応じて既存コンクリート造建築物の検
査・診断に利用することで、合理的・計画的
な維持管理が可能であることがわかった。 
 
(2)既存コンクリート造建築物の耐震補強方

法に関する検討 
①横拘束を受けるコンクリートの支圧特性 
 本研究では、目的に応じて以下に示す 3シ
リーズの実験的検討を行った。 
検討－１では、鋼繊維によって内的拘束を

受けるコンファインドモルタルの支圧特性
に及ぼす母材強度および鋼繊維混入量の影
響について実験的に検討を行った。その結果、
全面加力時には、鋼繊維混入の有無に関わら
ずコーン形せん断滑り面を形成して破壊す
るが、支圧加力を行った場合には、かぶり部
に数本の割裂ひび割れが発生した後、支圧部
にコーン形せん断滑り面を形成して破壊し、
鋼繊維の混入によって、コーン形せん断滑り
面の形成およびかぶり部に発生する割裂ひ
び割れの進展・拡大が妨げられること、六
車・岡本式による支圧強度の推定値は、鋼繊
維混入量が 2.0%の場合には実験結果と良く
一致するが、鋼繊維混入量が 0.0 および 4.0%
の場合では、それぞれ過大評価および過小評
価となること、支圧強度と支圧径との関係に
及ぼす母材強度および鋼繊維混入量の影響
は、母材強度と鋼繊維混入量の交互作用の影
響を考慮に入れた本研究で提案した推定式
を用いることによって合理的に評価できる
こと、などが明らかとなった。 
検討－２では、鋼繊維によって内的拘束を

受けるコンクリートの支圧特性に及ぼす骨
材寸法および鋼繊維混入量の影響について
実験的・解析的に検討を行った。その結果、
六車・岡本式による支圧強度の推定値は、鋼
繊維体積混入率が 2.0%以下の試験体では、骨
材寸法に関わらず実験結果と良く一致する
が、鋼繊維体積混入率が 4.0%の場合には、支
圧径が小さくなると過小評価となり、その差
は骨材寸法が大きいほど増大すること、鋼繊
維によって内的拘束を受けるコンクリート
の支圧強度と支圧径との関係に及ぼす骨材
寸法、母材強度および鋼繊維体積混入率の影
響は、これらの相互作用の影響を考慮に入れ
た本提案式を用いることによって、精度良く
評価することができること、荷重降下域を含
む支圧載荷時の鋼繊維補強コンクリートの
同一軸変位時の荷重は、鋼繊維およびかぶり
部の多軸効果と支圧部側面で生じるせん断
抵抗による荷重成分の和として合理的に評
価できること、などが明らかとなった。 
検討－３では、鋼繊維によって内的拘束を

受けるコンクリートの支圧特性に及ぼす母
材強度、骨材寸法および鋼繊維長さの影響に
ついて実験的・解析的に検討を行った。その
結果、先に提案した鋼繊維補強コンクリート
の支圧強度推定式は、六車・岡本式に比べて
全体的に実験結果と良く一致するが、鋼繊維
長さが 30mm で骨材寸法が 5mm のモルタルの
場合には、過小評価となり、その差は母材強
度が大きくなるほど増大すること、鋼繊維補
強コンクリートの支圧強度と支圧径との関
係に及ぼす母材強度、鋼繊維混入率、骨材寸
法および鋼繊維長さの影響は、本提案式を用



いることによって精度良く評価できること、
支圧載荷重を受ける鋼繊維補強コンクリー
トの同一軸変位時の荷重は、鋼繊維による多
軸効果と支圧部側面でのせん断抵抗による
荷重成分に分類でき、最大耐力時の支圧部側
面のせん断応力度は、一般的に支圧径が小さ
く、かつ鋼繊維が長いほど増大すること、な
どが明らかとなった。 
 
②住宅基礎ばりの外側耐震補強方法 
 本研究では、目的に応じて以下に示す 3シ
リーズの実験的検討を行った。 
検討－１では、補強モルタルパネルを無筋

住宅基礎ばりに接着させる外側耐震補強方
法について検討を行った。その結果、本補強
方法は、現規準仕様の RC 住宅基礎ばり以上
の耐荷性能を有しており、簡便な補強方法と
して有用であること、補強モルタルパネルの
主筋比が大きくなると、本来の耐荷性能に到
達する前に補強モルタルパネルが剥離する
ため、補強モルタルパネルの接着方法の工夫
が必要であること、などが明らかとなった。 
検討－２では、繊維補強プラスチックパネ

ルを無筋住宅基礎ばりに接着させる外側耐
震補強方法について検討を行った。その結果、
密度が0.74g/cm3で厚さが20mmの繊維補強プ
ラスチックパネルは、1 枚貼りでも過剰補強
となること、密度が 0.50g/cm3 の補強パネル
では、無筋住宅基礎ばりに補強パネル 2枚を
エポキシ系接着剤とM10アンカーで接合させ
た場合、現仕様の RC 住宅基礎ばりの約 2 倍
の耐力が得られ、優れた耐荷性能と補強効果
が達成できること、などが明らかとなった。 
検討－３では、上記の検討－２に引き続き、

厚さが20mmの繊維補強プラスチックパネル2
枚をエポキシ系接着剤とM10アンカーで住宅
基礎ばりに接合させる乾式外側補強工法に
ついて一連の検討を行った。その結果、アン
カーボルトの本数や設置方法に関わらず、補
強プラスチックパネルによる住宅基礎ばり
の斜め引張せん断ひび割れ拡大抑制効果が
認められ、最大耐力後の耐荷能力も優れた性
能を有することなど有用な結果が得られた。 
 
 以上のように、既存コンクリート造建築物
の耐震補強方法に関する一連の検討の結果、
あと施工アンカーによる外側耐震補強接合
部のせん断耐力は、本研究で提案した横拘束
を受ける鉄筋コンクリートの支圧強度算定
式を使用することによって、補強モルタルパ
ネルおよび繊維補強プラスチックパネルを
あと施工アンカーで無筋住宅基礎ばりに接
合させる外側耐震補強方法の合理的な外側
耐震補強設計が可能であることがわかった。 
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